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第 1 節 本稿の目的と構成
企業会計基準委員会 (ASBJ) は, 2012 年 5 月 17 日に企業会計基準第
26 号 『退職給付に関する会計基準』 を公表し, 旧来の 『退職給付に係る




しかしながら, IAS 第 19 号 『従業員給付』 が, その他の包括利益を通
じて認識した未認識数理計算上の差異について, リサイクリングを行わな
いのに対して3, 我が国の会計基準4では, 旧基準と同様, 一定の期間にわ
たる償却計算によりリサイクリングを行うとしている5｡
本稿は, 経営者の業績評価の視点及び投資家の企業価値評価の視点とい
う 2 つの視点から, 数理計算上の差異の会計処理について, 我が国の会計
基準と IFRS とを対比させながら検討を行うものである｡
本稿の構成は以下のとおりである｡ 第 2 節では, 数理計算上の差異の構
成要素と見積りの変更方法について確認を行う｡ 第 3 節では, 我が国と
IFRS の数理計算上の差異の会計処理について確認を行う｡ 第 4 節では,
経営者の業績評価の視点から数理計算上の差異の会計処理について検討を




会計処理について検討を行う｡ 第 6 節では, 結論及び今後の研究課題を述
べる｡





る｡ 一方, IFRS においては, 数理計算上の差異をその発生原因により,
①実績による修正及び, ②数理計算上の仮定の変更の影響から生ずる確定
給付制度債務の現在価値の変動としている7｡ IAS 第 19 号 『従業員給付』
では, 我が国の会計基準とは異なり, 年金資産に関する期待運用収益と実
際運用収益との差異を数理計算上の差異と区別しているが8, これを数理





) 退職率, 死亡率, 予定昇給率等の退職給付債務の計算に用いた数
理計算上の仮定 (基礎率) と実績値との差異
② 数理計算上の仮定の変更
) 退職率, 死亡率, 予定昇給率等の数理計算上の仮定の変更
) 割引率の変更
 見積りの変更方法
上記数理計算上の差異は, 誤謬に該当しない場合には, 会計上, 見積り





















当てはめると, 表 1 のような結果が得られる｡ 但し, 見積りの変更につい
ては, 我が国の会計基準においても IFRS においても遡及修正しないこと
から, Ｃのレトロスペクティブ・アプローチは除外している｡ また, 数理
計算上の差異をその他の包括利益に計上した場合, リサイクリングの有無






























































































IFRS は, 数理計算上の差異を確定給付負債 (資産) の純額の再測定の




リングを明確に禁じている｡ 従って, IFRS は, 見積りの変更方法に関し
て, キャッチアップ・アプローチを採用し, リサイクリングなしのその他






る可能性｣ があり, また, ｢包括利益計算書に, 過去の期間に発生した経
済事象から生じた利得及び損失が含まれる可能性がある｣ ことから, ｢誤







用である勤務費用, 過去勤務費用, 利息費用及び, 数理計算上の差異等の
構成要素を基に退職給付に係る将来キャッシュ・フローの予測を行う｡ し
かし, 各構成要素の予測価値すなわち, 将来キャッシュ・フローの金額及




い｣18 と考えられる｡ 従って, IFRS は, 数理計算上の差異を純損益とし
て認識される他の項目と分離してその他の包括利益に認識することがより
有益と考えたのである19｡
更に, IFRS は, その他の包括利益に計上された数理計算上の差異のリ
サイクリングを以下の理由により禁止している｡
｢(a) IFRS では純損益への振替に関する一貫した方針はなく, この問
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すなわち, ｢予測価値の異なる確定給付費用の各内訳を分解する最も有
益な方法は, 再測定部分をその他の包括利益に認識すること｣21 であるた
め, 数理計算上の差異を, その他の包括利益として認識するが, IFRS は,
｢ある項目を OCI に表示すべきか純損益に表示すべきかをどのように決定




もっとも, IFRS においては, 『財務報告に関する概念フレームワーク』
において, 我が国のように純利益自体の定義づけを行ってはいないため,
包括利益計算書を構成する ｢すべての項目はフレームワークの収益及び費
用の定義を満たす｣23 ことになる｡ このため, 純損益とその他の包括利益
との間で概念上の差異が存在しないことになり, IFRS では, 体系上, リ
サイクリングを行う必要がない｡ 従って, IAS 第 19 号 『従業員給付』 が









他の包括利益の調整 (組替調整) を行う｣25 として, 必ずリサイクリング




のその他の包括利益を利用していることになる (表 1 参照)｡
我が国の会計基準が当該方法を採用しているのは, 以下の理由による｡
まず, 数理計算上の差異を即時認識する理由は, IFRS と同様の理由で
ある｡ すなわち, 数理計算上の差異を遅延認識し, ｢一部が除かれた積立
状況を示す額を貸借対照表に計上する場合, 積立超過のときに負債 (退職










年 8 月の ｢東京合意｣ (会計基準のコンバージェンスの加速化に向けた取








ク』 において, 純利益とは, 資本取引等を除いた純資産の変動額のうち,
｢その期間中にリスクから解放された投資の成果｣31 であると定義づけら
れているが, 包括利益を構成する純利益とその他の包括利益を, 投資のリ






第 4 節 経営者の業績評価の視点からの数理計算上の差異の処理
方法
第 3 節までの検討を踏まえて, 経営者の業績評価の視点から数理計算上
の差異の処理方法について検討を行うこととする｡ 但し, 我が国の会計基
準も IFRS も, 未認識数理計算上の差異の即時オン・バランス処理を前提
としているため, 前掲した表 1 のうち, 数理計算上の差異を一時に認識し,
オン・バランス処理するキャッチアップ・アプローチのみを検討の対象と
する｡ その際, 問題となるのは, 数理計算上の差異を純損益に計上するか
その他の包括利益に計上するか及び, その他の包括利益に計上した場合に
これをリサイクリングするか否かである｡




と述べている｡ すなわち, 年金基金サイドからみると, ｢プットの時価相
当額の資産を有しているとみなすことができるが, 追加拠出をしなければ
ならなくなるかもしれない企業からすれば, その分だけ債務を負っている













第 5 節 投資家の企業価値評価の視点からの数理計算上の差異の
処理方法
 エンタープライズ DCF モデルによる検討
次に, 投資家の企業価値評価の視点から数理計算上の差異の会計処理の
検討を行うが, 検討に当たっては, 完全市場を前提とした上で, 代表的な
株主価値評価理論であるエンタープライズ DCF モデルに基づいて行うこ
ととする｡ 但し, ここでも, 上記と同様, キャッチアップ・アプローチを
前提とする｡
エンタープライズ DCF モデルでは, 事業活動からもたらされる事業価
値に非事業用資産の価値を加えて企業価値を求め, そこから有利子負債等
の価値を控除することによって株主価値を算出する｡ 税引後事業利益を
NOPAT, 現金支出を伴わない事業費用を NCC, 事業用資産投下額を
NIC, 余剰現金預金等の非事業用資産の価値を NOA, 有利子負債等の価







と表わすことができる｡ 右辺第 1 項が事業価値, 第 1 項と第 2 項の合計が
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企業価値である35｡
ここで, 退職給付に係る負債 (退職給付引当金)36 は, 退職給付債務か


















一方, 実証研究においては, 異なる結論が導かれる｡ 浅野・岩本・矢野


























第 6 節 結 論
本稿では, 経営者の業績評価の視点及び投資家の企業価値評価の視点と
いう 2 つの視点から, 数理計算上の差異の会計処理についての検討を行っ
た｡
その結果, まず, IFRS も我が国の会計基準も数理計算上の差異の会計
処理に関して, キャッチアップ・アプローチを採用していることが確認さ
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れる退職給付に係る負債 (退職給付引当金) は, 将来の退職給付の現在価
値ではないものの, その一部を構成する有利子負債類似物であると考えら













リングを行っている｡ 一方, IFRS では, 純利益と包括利益との概念上の
区別がなく, 基準ごとにリサイクリングの有無を判断している｡ このため,
我が国の会計基準は, リサイクリングに関しては, 体系として一貫してい






1 その他にも, 用語の変更, 退職給付見込額の期間帰属額・割引率・予想昇給
率の見直し及び, 開示の拡充等が行われている｡
2 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 24 項, 第 25 項
3 IAS19 Employee Benefits, para. 122｡ なお, 未認識過去勤務費用について
は直接費用として認識される (IAS19 Employee Benefits, para. 103)｡
4 本稿では, 改訂後の企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 を
退職給付会計に関する我が国の会計基準としている｡
5 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 15 項
6 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 11 項
7 IAS19 Employee Benefits, para. 8
8 ibid.
9 企業会計基準第 24 号 『会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準』 第
55 項




12 1 計算書方式の場合, 変動額は包括利益の区分に計上され, 償却額は当期純
利益の区分に計上される｡ 2 計算書方式の場合は, それぞれ包括利益計算書と
損益計算書に計上される｡
13 その他の構成要素として, 資産上限額の影響の変動があげられている
(IAS19 Employee Benefits, para. 8)｡ なお, 上述したように, IAS 第 19 号で
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は, 年金資産に関する期待運用収益と実際運用収益の差を数理計算上の差異と
区別しているが, 以降両者を合わせて ｢数理計算上の差異｣ とする｡
14 IAS19 Employee Benefits, para. 120 (c)
15 IAS19 Employee Benefits, para. 122｡ なお, 本稿における IASB の会計基
準の訳出は, 企業会計基準委員会・公益財団法人財務会計基準機構監訳
(2012) によっている｡
16 IAS19 Employee Benefits, para. BC70
17 ibid.
18 IAS19 Employee Benefits, para. BC88
19 IAS19 Employee Benefits, para. BC90
20 IAS19 Employee Benefits, para. BC99
21 IAS19 Employee Benefits, para. BC95
22 IAS1 Presentation of Financial Statements, para. BC54G
23 IAS1 Presentation of Financial Statements, para. BC51
24 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 15 項
25 ibid.
26 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 55 項
27 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 67 項 (1)
28 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 47 項, 第 49 項
29 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 56 項
30 討議資料 『財務会計の概念フレームワーク』 第 3 章第 21 項
31 討議資料 『財務会計の概念フレームワーク』 第 3 章第 9 項
32 IFRS と我が国の会計基準における, その他の包括利益とリサイクリング及
びクリーン・サープラスとの関係については, 田子 (2012) 参照｡
33 浅野・岩本・矢野 (2006) p. 42
34 浅野・岩本・矢野 (2006) p. 43
35 エンタープライズ DCF モデルの詳細については, Mckinsey & Company,
Tim Koller, Marc Goedhart and David Wessels (2005) 第 3 章, 第 7 章参照｡
36 我が国の会計基準においては, 未認識数理計算上の差異や未認識過去勤務費
用に対応する額も負債計上額に加える方法に変更したため, ｢退職給付引当金｣
という名称を, ｢退職給付に係る負債｣ に変更している (企業会計基準第 26 号
『退職給付に関する会計基準』 第 74 項)｡
37 但しここでは, 数理計算上の差異の純損益計上額やリサイクリングされた金
額等が区分表示されていることを前提としている｡ 従って, 区分表示されない




38 浅野・岩本・矢野 (2006) p. 81
39 ibid.
40 改訂後の会計基準は, 旧基準を踏襲し, 期末における安全性の高い長期の債
券の利回りを割引率としている (企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会
計基準』 第 20 項)｡ しかし, 割引率等の計算基礎に重要な変動が生じていない
場合には, 見直さないことができるとされており (企業会計基準第 26 号 『退
職給付に関する会計基準』 (注 8)), 必ずしも期末時点の割引率を反映して退
職給付債務が算定される訳ではない｡
41 企業会計基準第 26 号 『退職給付に関する会計基準』 第 24 項
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